
【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成27年８月７日

【四半期会計期間】 第３期第１四半期(自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日)

【会社名】 カーリットホールディングス株式会社

【英訳名】 Carlit Holdings Co.,Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役会長兼社長　　出口　和男

【本店の所在の場所】 東京都中央区京橋一丁目17番10号

【電話番号】 03(6893)7070(代表)

【事務連絡者氏名】 執行役員財務部長　　柴田　良明

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区京橋一丁目17番10号

【電話番号】 03(6893)7070(代表)

【事務連絡者氏名】 執行役員財務部長　　柴田　良明

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

EDINET提出書類

カーリットホールディングス株式会社(E27624)

四半期報告書

 1/22



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第２期
第１四半期
連結累計期間

第３期
第１四半期
連結累計期間

第２期

会計期間

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　６月30日

自平成27年
　４月１日
至平成27年
　６月30日

自平成26年
　４月１日
至平成27年
　３月31日

売上高 （百万円） 10,667 10,720 46,109

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △12 17 1,317

親会社株主に帰属する四半期純

損失（△）又は親会社株主に帰

属する当期純利益

（百万円） △71 △26 1,064

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △77 366 2,085

純資産額 （百万円） 18,721 20,788 20,624

総資産額 （百万円） 44,257 44,725 44,999

１株当たり四半期純損失金額

（△）又は１株当たり当期純利

益金額

（円） △3.50 △1.33 51.84

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 42.3 46.5 45.8

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

　　ません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年9月13日）等を適用し、当第1四半期連結累

　　計期間より、「四半期純損失（△）又は当期純利益」を、「親会社株主に帰属する四半期純損失（△）又は

　　親会社株主に帰属する当期純利益」としております。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

　当第1四半期連結累計期間におけるわが国の経済は株式市場の堅調な推移や円安傾向が継続し、輸出関連企業を

中心に緩やかな回復基調で推移いたしました。一方で、円安傾向に伴う輸入価格の上昇、不安定な原油価格な

ど、先行き不透明な状況が続いています。

　当社グループは、３年後に創業１００周年を迎えます。

　創業１００周年に向け、中期経営計画「礎１００」を策定し、今年度よりスタートいたしました。「礎１０

０」は次の１００年企業となるための礎となる事業基盤の確立を目指すものであり、基本戦略として成長基盤強

化、収益基盤強化、グループ経営基盤強化の３つを掲げ取り組んでいます。

　このような状況のなか、当第1四半期連結累計期間の連結売上高は、107億2千万円（前年同期比　5千2百万円

増　同0.5%増）となりました。

　また、連結営業損失は2千9百万円（前年同期は5千4百万円の連結営業損失）、連結経常利益は1千7百万円（前

年同期は1千2百万円の連結経常損失）、親会社株主に帰属する四半期純損失は2千6百万円（前年同期は7千1百万

円の親会社株主に帰属する四半期純損失）となりました。

 

 

「化学品事業部門」

　化薬分野においては、産業用爆薬は土木工事での需要増により増販となりました。自動車用緊急保安炎筒は、

販売台数が伸び悩んだことによる新車装着向けの減販を、車検台数の増加に伴う車検交換向けの増販が補い増販

となりました。

　受託評価分野においては、危険性評価試験、電池試験は大幅な増販となりました。

　化成品分野においては、パルプ漂白用の塩素酸ナトリウムは減販となったものの、Ｈ－Ⅱロケットの打ち上げ

本数の増加により、固体推進薬の原料である過塩素酸アンモニウムは大幅な増販となりました。除草剤は、前年

度の天候不順による散布時期のずれ込みに伴い、また過塩素酸は輸出の好調によりいずれも増販となりました。

浄水向け電極は輸出の一時中断の影響もあり減販となりました。

　電子材料分野においては、アルミ電解コンデンサ向け材料とチオフェンは増販となったものの、コンデンサ向

けのピロール、電気二重層キャパシタ用電解液、近赤外線吸収色素、イオン導電材料などが減販となりました。

　これらの結果、当事業部門全体の売上高は42億7千5百万円（前年同期比　5億2千8百万円増、同14.1％増）、営

業利益は1億3千6百万円（前年同期比　8千4百万円増、同160.8％増）となりました。

 

 

「ボトリング事業部門」

　消費税増税の影響で売上が落ち込んだ前年同期に比べ、期初よりの好天候が飲料市場にとっては追い風となっ

た中で、主力の緑茶は増販となったものの、缶製品および委託製品の減販、また、例年実施している定期修理の

影響により、当事業部門全体の売上高は40億4千8百万円（前年同期比　4億8千7百万円減、同10.7％減）、営業損

失は1億4千7百万円（前年同期は2億1千万円の営業損失）となりました。

 

 

「産業用部材事業部門」

　シリコンウェーハは、新興国のメーカーの市場参入により減販となりました。

　研削材は、国内主要砥石メーカーの堅調な生産により販売は増加しましたが、円安による原価の上昇により減

益となりました。

　金属加工品は、アンカー、リテーナ、自動窓拭き洗浄装置、ろ布は増販となった一方で、ばね・座金製品は減

販となりました。

　これらの結果、当事業部門全体の売上高は20億8千9百万円（前年同期比　4千9百万円減、同2.3％減）、営業利

益は、売上構成の変化により7百万円（前年同期比　1億3千2百万円減、同94.7％減）となりました。
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（２）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（３）研究開発活動

　当第1四半期連結累計期間の研究開発費の総額は1億5千1百万円であります。

　なお、当第1四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成27年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年８月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,600,000 24,050,000
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数は１００株であり

ます。

計 20,600,000 24,050,000 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

 

平成27年４月１日～

平成27年６月30日

 

－ 20,600,000 － 1,204 － 301

（注）平成27年7月22日を払込期日とする公募による新株式発行により、発行済株式総数が3,000,000株、資本金及び資本

準備金がそれぞれ778百万円増加しております。また、平成27年8月6日を払込期日とするオーバーアロットメントによる

売出しに関連した第三者割当増資により、発行済株式総数が450,000株、資本金及び資本準備金がそれぞれ116百万円増加

しております。

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成27年3月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　391,700
－

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式　20,193,000 201,930 同上

単元未満株式 普通株式　15,300 － 同上

発行済株式総数 20,600,000 － －

総株主の議決権 － 201,930 －

　（注）「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式が72株含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）      

カーリットホール

ディングス株式会

社

東京都中央区京橋

一丁目17番10号
391,700 － 391,700 1.9

計 － 391,700 － 391,700 1.9
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２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,888 2,171

受取手形及び売掛金 9,976 9,397

商品及び製品 1,830 1,911

仕掛品 514 517

原材料及び貯蔵品 1,586 1,669

その他 1,450 1,913

貸倒引当金 △16 △19

流動資産合計 18,231 17,561

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 7,981 7,897

機械装置及び運搬具（純額） 4,846 4,704

土地 5,315 5,315

その他（純額） 431 579

有形固定資産合計 18,574 18,497

無形固定資産   

のれん 670 623

その他 84 79

無形固定資産合計 754 703

投資その他の資産   

投資有価証券 6,465 6,993

その他 977 973

貸倒引当金 △3 △3

投資その他の資産合計 7,439 7,963

固定資産合計 26,768 27,164

資産合計 44,999 44,725
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 5,774 5,151

短期借入金 2,909 2,855

1年内返済予定の長期借入金 1,367 1,446

未払法人税等 181 30

賞与引当金 453 650

その他の引当金 19 －

その他 2,040 2,416

流動負債合計 12,746 12,551

固定負債   

長期借入金 5,499 5,150

退職給付に係る負債 725 717

その他の引当金 126 131

その他 5,277 5,386

固定負債合計 11,627 11,386

負債合計 24,374 23,937

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,204 1,204

資本剰余金 346 346

利益剰余金 16,479 16,250

自己株式 △264 △264

株主資本合計 17,765 17,536

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 2,654 3,021

繰延ヘッジ損益 △1 21

為替換算調整勘定 180 182

退職給付に係る調整累計額 25 25

その他の包括利益累計額合計 2,858 3,251

純資産合計 20,624 20,788

負債純資産合計 44,999 44,725
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

売上高 10,667 10,720

売上原価 9,353 9,377

売上総利益 1,313 1,342

販売費及び一般管理費 1,367 1,371

営業損失（△） △54 △29

営業外収益   

受取利息 1 0

受取配当金 57 68

雑収入 21 15

営業外収益合計 79 84

営業外費用   

支払利息 20 19

持分法による投資損失 4 3

雑損失 13 15

営業外費用合計 37 38

経常利益又は経常損失（△） △12 17

特別利益   

固定資産売却益 － 0

特別利益合計 － 0

特別損失   

固定資産除却損 0 1

特別損失合計 0 1

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△12 15

法人税等 59 42

四半期純損失（△） △71 △26

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △71 △26
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

四半期純損失（△） △71 △26

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 21 367

繰延ヘッジ損益 △8 23

為替換算調整勘定 △20 2

退職給付に係る調整額 1 0

その他の包括利益合計 △5 392

四半期包括利益 △77 366

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △77 366

 

EDINET提出書類

カーリットホールディングス株式会社(E27624)

四半期報告書

13/22



【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年9月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年9月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第7号　平成25年9月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。）等を当第1四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持

分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計

上する方法に変更しております。また、当第1四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫

定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結

財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非

支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第1四半期連結累計期間及

び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58-2項（4）、連結会計基準第44-5項（4）及び事

業分離等会計基準第57-4項（4）に定める経過的な取扱いに従っており、当第1四半期連結会計期間の期首時点か

ら将来にわたって適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

　１．偶発債務

　　当社グループのカーリット産業㈱は、平成25年10月2日付にて、近江鉄道㈱（滋賀県彦根市）から、大阪地方

　裁判所に訴訟の提起を受けました。これは、平成24年8月に近江鉄道沿線の田畑の農作物等に除草剤が残留して

　いることが判明し、近江鉄道㈱が周辺農家等へ損害賠償金等合計1,045百万円を支払いましたが、近江鉄道㈱

　は、同社が鉄道線路用地の除草作業を委託した草野産業㈱およびその下請けのカーリット産業㈱に対し、除草

　剤の散布方法に過失があったとし、両社に対して上記賠償金等全額及び支払済みに至るまで年6分の割合による

　金員を求償請求してきたものです。なお、平成26年9月1日に、近江鉄道㈱は上記請求に係る賠償金等を合計

　1,102百万円（及び年6分の割合による金員）に変更の申立をしております。

　　カーリット産業㈱は、近江鉄道㈱の請求には理由がないとし、応訴反論しており、現在本訴訟は係争中で

　す。今後の連結業績に与える影響は不明です。

 

 

　２．受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

受取手形割引高 77百万円 －百万円

受取手形裏書譲渡高 －百万円 2百万円

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

減価償却費 423百万円 413百万円

のれんの償却額 46百万円 46百万円

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日　至 平成26年６月30日）

配当に関する事項

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日
配当の
原資

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 205 10  平成26年３月31日  平成26年６月30日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日　至 平成27年６月30日）

配当に関する事項

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日
配当の
原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 202 10  平成27年３月31日  平成27年６月29日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

　【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日　至 平成26年６月30日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
(注)

合計
 化学品

ボト
リング

産業用
部材

計

売上高       

外部顧客への売上高 3,637 4,535 2,130 10,302 364 10,667

セグメント間の内部売上高

又は振替高
110 － 8 119 666 786

計 3,747 4,535 2,139 10,422 1,031 11,453

セグメント利益（営業利益）

又は損失（△）
52 △210 139 △17 324 306

　　　(注)「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主要な製品・サービスは請

負工事、塗料・塗装、設計等であり、持株会社である当社を含んでおります。

 

　２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

　　な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額  

報告セグメント計 △17  

「その他」の区分の利益 324  

セグメント間取引消去 △360  

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △54  
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日　至 平成27年６月30日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
(注)

合計
 化学品

ボト
リング

産業用
部材

計

売上高       

外部顧客への売上高 4,187 4,048 2,078 10,313 406 10,720

セグメント間の内部売上高

又は振替高
88 － 11 99 1,899 1,999

計 4,275 4,048 2,089 10,413 2,306 12,719

セグメント利益（営業利益）

又は損失（△）
136 △147 7 △3 1,550 1,546

　　　(注)「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主要な製品・サービスは請

負工事、塗料・塗装、設計等であり、持株会社である当社を含んでおります。

 

　２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

　　な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額  

報告セグメント計 △3  

「その他」の区分の利益 1,550  

セグメント間取引消去 △1,575  

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △29  
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △3円50銭 △1円33銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失金額

（△）（百万円）
△71 △26

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四

半期純損失金額（△）（百万円）
△71 △26

普通株式の期中平均株式数（千株） 20,590 20,208

　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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（重要な後発事象）

重要な新株の発行

　当社は、平成27年7月6日開催の取締役会において、下記のとおり公募による新株式発行及びオーバーアロット

メントによる当社株式の売出しに関連する第三者割当による新株式発行を決議しております。なお、公募による

新株式発行については、平成27年7月22日に払込を受けております。また、オーバーアロットメントによる当社株

式の売出しに関する第三者割当による新株発行については、平成27年8月6日に払込を受けております。

 

１．公募による新株式発行（一般募集）

（1）発行株式の種類及び数　　　　　普通株式　3,000,000株

（2）発行価格　　　　　　　　　　　１株につき547円

（3）発行価格の総額　　　　　　　　1,641,000,000円

（4）払込金額　　　　　　　　　　　１株につき518.80円

（5）払込金額の総額　　　　　　　　1,556,400,000円

（6）増加した資本金の額　　　　　　778,200,000円

　　 増加した資本準備金の額　　　　778,200,000円

（7）払込期日　　　　　　　　　　　平成27年7月22日

 

 

２．株式の売出し（オーバーアロットメントによる売出し）

（1）売出株式の種類及び数　　　　　普通株式　450,000株

（2）売出価格　　　　　　　　　　　１株につき547円

（3）売出価格の総額　　　　　　　　246,150,000円

（4）受渡期日　　　　　　　　　　　平成27年7月23日

 

 

３．第三者割当による新株式発行（オーバーアロットメントによる当社株式の売出しに関連する第三者割当）

（1）発行株式の種類及び数　　　　　普通株式　450,000株

（2）払込金額　　　　　　　　　　　１株につき518.80円

（3）払込金額の総額　　　　　　　　233,460,000円

（4）増加した資本金の額　　　　　　116,730,000円

　　 増加した資本準備金の額　　　　116,730,000円

（5）払込期日　　　　　　　　　　　平成27年8月6日

（6）割当先　　　　　　　　　　　　みずほ証券株式会社

 

 

４．調達資金の使途

　　　当社連結子会社である日本カーリット株式会社への投融資資金に充当する予定であります。

　　　日本カーリット株式会社は、当該投融資資金を信号炎管設備の増設資金、リチウム二次電池の電池試験所

　　設備の増設資金、過塩素酸アンモニウム製造設備の増設資金、水力発電所の更新資金に充当する予定であり

　　ます。

 

 

EDINET提出書類

カーリットホールディングス株式会社(E27624)

四半期報告書

19/22



２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年８月７日

カーリットホールディングス株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 西田　英樹　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大金　陽和　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているカーリット

ホールディングス株式会社の平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期

間（平成２７年４月１日から平成２７年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２７年４月１日から平成２

７年６月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連

結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、カーリットホールディングス株式会社及び連結子会社の平成２７年

６月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）　１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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